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第１. 前回幹事会以降の経過報告 

１ 会長等出席行事 

月  日 行 事 等 対 応 者 

4 月 4 日（木）

～6日（土） 

ＷＳＦ運営委員会（フランス パリ） 春日副会長 

4 月 4 日（木） 総合科学技術会議有識者会合 大西会長 

4 月 7 日（日）

～9日（火） 

Future Asia 会議（台湾 台北） 大西会長、春日副会

長 

4 月 11 日（木） 総合科学技術会議有識者会合 大西会長 

4 月 17 日（水） 総合科学技術会議 本会議 大西会長 

4 月 18 日（木） 総合科学技術会議有識者会合 大西会長 

（注）部会、委員会等を除く。 

 

２ 委員の辞任 

○経済学委員会人口変動と経済分科会 

矢野 誠（平成２５年４月３日付） 
 

○機械工学委員会機械工学企画分科会 

牧野俊郎（平成２５年４月２日付） 

 

第２. 各部・各委員会報告  

 
１ 部会の開催とその議題 

 

（１）第一部会（第５回）（４月２日、４月３日） 

・報告事項 

 ①第一部からの報告 

 ②幹事会からの報告 

③各委員会からの報告 

  1.機能別委員会（科学者、科学と社会、国際）   

 2.分野別委員会 

   3.東日本大震災復興支援委員会 

 ④その他 

・審議事項 

 ①総会提案事項について 

  1.科学者委員会学術の大型研究計画について  

    2.大型教育の分野別質保証について 

  3.その他 

 ②部会の重点事項について 

  1.エネルギー政策の今後について 

2.学協会の法人化への対応について 
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3.第１部主催シンポジウム及び夏季部会について 

 ③第１部ニューズレター第４号の準備について 

 ④その他 

 

（２）第二部会（第５回）（４月２日、４月３日） 

 ①第二部新会員について（御挨拶） 

 ②分野別委員会からの報告等について 

 ③生命科学分野における参照基準の作成について 

 ④夏季部会・シンポジウム（京都開催）について 

 ⑤学術の大型研究計画（マスタープラン）について 

 ⑥その他 

 

（３）第三部会（第５回）（４月２日、４月３日） 

 ①部長の互選について 

 ②部長による副部長、幹事の指名及び同意について 

 ③第三部活動報告について 

 ④チェルノブイリ事故の環境影響に関するＩＡＥＡ報告書の翻訳公開について 

 ⑤各分野別委員会の活動状況について（各分野別委員長より） 

 ⑥学術会議への推薦依頼について 

⑦夏季部会について 

⑧理学・工学分野の科学・夢ロードマップについて 

⑨学術の大型施設計画・大規模研究計画マスタープランについて 

⑩大学教育の質保証のための分野別参照基準の策定について 

⑪学術会議の在り方について  

⑫その他 

 

２ 幹事会附置委員会の開催とその議題 

 

（１）大学教育の分野別質保証委員会（第２回）（４月２日） 

 ①分科会審議の手引き案について   

②学位に付記する専攻分野名称報告案について  

③各分野の現在の検討状況と今後の見通しについて ④その他 

 

（２）原子力利用の将来像についての検討委員会 原子力発電の将来検討分科会（第

２回）（４月１０日） 

 ①問題提起（黒川先生）②その他 

 

（３）東日本大震災復興支援委員会 放射能汚染対策分科会 拡大役員会（第２回）（４

月１５日） 

 ①提言策定に向けた素案について ②その他 

 

（４）原子力利用の将来像についての検討委員会 役員会（第２回）（４月１７日） 

 ①今後の進め方について ②各分科会の動向 
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３ 機能別委員会の開催とその議題 

 

（１）科学者委員会 学術の大型研究計画検討分科会（第１６回）（４月２日） 

 ①公募結果報告 ②審査・評価プロセスについて ③その他 

 

（２）科学者委員会 広報分科会（第１６回）（４月２日） 

①日本学術会議の広報活動について   

②『学術の動向』への編集協力について ③その他 

 

（３）科学者委員会 男女共同参画分科会（第５回）（４月２日） 

①学協会ヒアリング調査について 

②平成２５年度男女共同参画活動方針について ③その他 

 

（４）科学者委員会 学術体制分科会（第５回）（４月３日） 

 ①今後の進め方について ②その他 

 

（５）科学と社会委員会 「知の航海」分科会（第５回）（４月５日） 

 ①今後の刊行スケジュールと査読について 

 ②学術の動向のシリーズ紹介欄について ③その他 

 

（６）国際委員会（第２４回）（４月１２日） 

 ①第 13 回アジア学術会議（13th Science Council of Asia Conference）への会員

の派遣について 

  ②国連国際防災戦略(UNISDR) 会議への会員の派遣について 

③スウェーデン若手アカデミーとの交流（Sweden-Japan National Young Academy 

Meeting in Stockholm）にかかる会員の派遣について 

 ④ G サイエンス共同声明の最終原稿について（報告） 

 

（７）科学者委員会 学術の大型研究計画検討分科会（第１７回）（４月２２日） 

 ①学術大型研究計画審査・評価プロセスについて ②重点大型研究計画について 

 ③学術の動向のシリーズ紹介欄について ④その他 

 

（８）国際委員会 G サイエンス及び ICSU 等分科会（第３回）（４月２２日） 

 ①Future Earth について ②その他 

 

４ 分野別委員会の開催とその議題 

第一部担当 

 

（１）言語・文学委員会（第４回）（４月２日） 

 ①新年度の３分科会共通のテーマについて  

②今期開催のシンポジウムについて ③その他 
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（２）史学委員会（第８回）（４月３日） 

 ①「大型研究計画」について ②「参照基準検討分科会」について 

 ③各分科会の進捗状況について ④その他 

 

（３）社会学委員会（第６回）（４月３日） 

 ①学術の大型研究計画について ②大学教育の分野別質保証について 

 ③提言の作成について ④その他 

 

（４）政治学委員会（第３回）（４月３日） 

 ①本年度活動方針について ②その他 

 

（５）経済学委員会（第３回）（４月３日） 

 ①学術の大型研究計画について ②各分科会における検討状況について  

③その他 

 

（６）政治学委員会 行政学・地方自治分科会（第２回）（４月３日） 

 ①今年度の事業について ②今後の活動について ③その他 

 

（７）政治学委員会 政治過程分科会（第３回）（４月３日） 

 ①今後の活動方針について ②その他 

 

（８）心理学・教育学委員会（第４回）（４月３日） 

 ①第２２期の各分科会からの活動報告 ②日本の展望・心理学の改訂 

 ③学術の大型研究計画（マスタープラン２０１４）の進捗状況 

 ④国際心理学会ＩＣＰ２０１６開催への協力 ⑤第２２期の今後の運営 

⑥その他 

 

（９）第一部 福島原発災害後の科学と社会のあり方を問う分科会（第７回）（４月

４日） 

 ①ヒアリング  

②吉岡斉氏（九州大学副学長、政府事故調委員） 

 「福島原発事故におけるクライシス・コミュニケーション失敗の諸相」 

③中間報告・提言・書物の刊行に向けて 

④その後の事態の展開と今後の会合の進め方について ⑤その他 

 

（10）哲学委員会 芸術と文化環境分科会（第５回）（４月５日） 

 ①「大規模研究計画――日本語人文社会計学術図書翻訳出版センター」案の検討 

  説明者：三谷 博（連携会員・史学委員会） 

 

（11） 社会学委員会 メディア・文化研究分科会（第４回）（４月６日） 

①４月６日開催シンポジウムの打ち合わせ 

②６月開催予定のシンポジウムの打ち合わせ ③その他 
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（12）経営学委員会 高齢者の社会参画の在り方に関する検討分科会(第４回)(４月 

１４日) 

① 秋田県企画振興部総合政策課 企画・政策班副主幹 佐々木重夫氏によるご講

話と意見交換 

② その他 

 

（13）経済学委員会 経済学分野の参照基準検討分科会（第２回）（４月１６日） 

①奥野副委員長からの報告 

②宮川委員からの報告 

③「基本的な知識と理解、基本的な能力」について（岩本委員長） 

④今後の進め方について ⑤その他 

 

（14）社会学委員会・法学委員会・政治学委員会・経済学委員会・経営学委員会合同

国民目線による統計調査・意識調査の方向性検討分科会（第４回）（４月１９

日） 

①ミクロ統計の利用と統計教育に関するシンポジウムの総括  

②分科会における議論の総括 ③その他 

 

（15）地域研究委員会・地域惑星科学委員会合同 地理教育分科会（第７回）及び学

校地理教育小委員会、大学地理教育小委員会、環境・防災教育小委員会、地図

/GIS 教育小委員会（第６回）合同会議（４月２１日） 

 ①地理学の参照基準について（大学地理教育小委員会報告） 

 ②小委員会のメンバー追加について 

 ③大学地理教育小委員会 

  1.参照基準策定のまとめ 2.学術会議でのシンポジウム開催について 

    3.その他 

・合同会議 

 ①各小委員会からの報告 ②その他 

 

第二部担当 

 

（１）基礎生物学委員会（第２回）（４月２日） 

 ①当面の諸課題について ②今後の進め方について 

 

（２）基礎医学委員会（第２回）（４月２日） 

 ①基礎医学分野の学術の大型研究計画について ②その他 

 

（３）農学委員会・食料科学委員会・健康・生活科学委員会合同 東日本大震災に係

る食料問題分科会（第３回）（４月２日） 

 ①福島でのワークショップ（５月開催予定）について  

②来期の活動方針について ③その他 

 

（４）臨床医学委員会（第４回）（４月３日） 
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 ①各分科会報告 

 ②大型施設計画・大型研究計画に関するマスタープラン策定について 

 ③その他 

 

（５）農学委員会（第 7回）・食料科学委員会（第 7回）合同会議（４月３日） 

 ①大型研究計画のマスタープランの公募への対応について 

 ②今年夏季の航海シンポジウム（８月１１日（日）、千葉科学大学、銚子市）につ

いて 

③分科会の活動（平成２４年度下半期）について ④その他 

 

（６）臨床医学委員会 循環器・内分泌・代謝分科会（第２回）（４月３日） 

 ①わが国の循環器・内分泌・代謝分野の研究のあり方について 

 ②その他 

 

（７）基礎医学委員会 神経科学分科会（第４回）（４月３日） 

 ①基礎医学分野の学術の大型研究計画について  

②神経系３分科会合同シンポジウムについて ③その他 

 

（８）統合生物学委員会（第５回）（４月４日） 

 ①大型研究計画について ②「生物学の参照基準」（案）について 

① その他 

 

（９）臨床医学委員会 脳とこころ分科会（第２回）（４月４日） 

①日本の脳科学、神経科学、臨床の動向を把握 

②重要課題の提言の検討 ③３分科会の合同シンポジウムについて 

② その他 

 

（10）臨床医学委員会 感覚器分科会（第４回）（４月９日） 

①５月１８日開催の市民公開講座について  

②国際眼科学会での感覚器シンポジウムの開催について 

③次回の開催日程について ④その他 

 

（11）臨床医学委員会 老化分科会（第５回）（４月１０日） 

 ①高齢社会と医療・介護行政の方向性について ②その他 

 

（12）基礎生物学委員会・統合生物学委員会合同 生物学分野の参照基準検討分科会

（第２回）（４月１１日） 

 ①生物学の参照基準（案）と委員会・分科会からの意見 

 ②シンポジウムのプログラムと準備について ③今後のスケジュール ④その他 

 

（13）農学委員会 応用昆虫学分科会（第５回）（４月１２日） 

 ①「第２２期学術の大型施設計画・大規模研究計画に関するマスタープラン」への

対応について（報告） 
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 ②日本昆虫科学連合と共同主催するシンポジウム（平成２５年 7月２０日、九大）

の準備状況について（報告） 

 ③提言の内容について ④その他 

 

（14）臨床医学委員会 放射線防護・リスクマネジメント分科会（第４回）（４月１５

日） 

 ①放射線医学教育について（提言） ②国際会議共催について（報告と提案） 

③「放射線医科学」推進の提案について（報告） ④その他 

 

（15）第二部 生命科学における公的研究資金のあり方検討分科会（第１回）（４月１

５日） 

 ①委員長、副委員長、幹事の選出  

 ②検討課題の絞り込みと審議の進め方について ③その他 

 

（16）基礎生物学委員会・統合生物学委員会合同 海洋生物学分科会（第５回）（４月

１６日） 

 ①大型研究計画マスタープランへの提案 

②ＪＡＭＳＴＥＣ横須賀本部見学会について ③その他 

 

第三部担当 

 

（１）化学委員会（第４回）（４月２日） 

 ①２５年度の化学委員会の活動について ②その他 

 

（２）電子電気工学委員会 デバイス・電子機器工学分科会（第２回）（４月３日） 

 ①分科会主催のシンポジウムに関して 

 ②学術会議の大型研究計画 ③その他 

 

（３）化学委員会 ＩＵＰＡＣ分科会（第３回）（４月３日） 

①国際対応分科会アンケートについて 

②ＩＵＰＡＣ「自己点検報告書」の更新について 

③平成２５年度代表派遣会議への派遣候補者の応募について 

④ＩＵＰＡＣの活動との連携について ⑤その他 

 

（４）総合工学委員会 総合工学企画分科会（第３回）（４月３日） 

 ①学術大型研究の提出状況について  

②「大学教育の質保証のための分野別参照基準」の検討について 

③その他 

 

（５）情報学委員会（第６回）（４月３日） 

①平成２４年度の活動報告と平成２５年度の活動計画について 

②２２期学術の大型施設計画・大規模研究計画に関するマスタープランについて 

② その他 
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（６）土木工学・建築学委員会 大規模地震災害総合対策分科会（第５回）（４月４日） 

 ①提言たたき台の審議について ②その他 

 

（７）土木工学・建築学委員会 国土と環境分科会（第６回）（４月４日） 

 ①ワークショップ（７月３１日（水））の内容について ②その他 

 

（８）土木工学・建築学委員会 土木工学・建築学分野の参照基準検討分科会（第２

回）（４月４日） 

 ①シンポジウム（７月１３日（土））の内容について ②その他 

 

（９）土木工学・建築学委員会 低炭素建築・都市マネジメント分科会（第７回）（４

月５日） 

①報告：大型研究計画の申請  

②話題提供：（仮題）「グリーン建築の現状と今後」村上周三委員 

③シンポジウムの企画 ④今後の予定 ⑤その他 

 

（10）化学委員会・総合工学委員会・材料工学委員会合同 触媒化学・化学工学分科

会（第５回）（４月４日） 

 ①分科会の現状のまとめの課題の提案 

 

（11）材料工学委員会（第８回）・材料工学委員会 将来展開分科会（第８回）合同会

議（４月１３日） 

①材料工学委員会シンポジウムの今後の開催について 

②材料工学連合講演会に関して ③材料工学の参照基準の策定について 

④大型施設計画マスタープラン申請について ⑤各分科会の活動報告 

⑥その他 

 

（12）総合工学委員会 フロンティア人工物分科会（第５回）（４月１６日） 

①学術の大型研究計画ヒアリング結果及び取扱いについて 

②今年度の分科会の進め方について ③その他（次回日程調整等） 

 

（13）機械工学委員会 ロボット学分科会（第５回）（４月１7日） 

①学術会議からのお知らせ ②８月のシンポジウム方向付けの議論 

③シンポジウム企画案の議論 ④その他 

 

（14）総合工学委員会・土木工学・建築学委員会合同 ＷＦＥＯ分科会（第６回）（４

月１９日） 

①ＷＥＣＣ２０１５の進捗状況 ②ＷＦＥＯ理事会報告 

③ＷＦＥＯなどへの対応と今後の我が国の戦略 ④その他 

 

（15）地球惑星科学委員会 地球惑星科学分野の大型研究計画評価分科会（第１回）

（４月１９日） 
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 ①委員長の選出 ②意見交換 ③その他 

  

（16）地球惑星科学委員会 ＩＧＵ分科会（第５回）（４月２２日） 

①ＩＧＵの動静 ②ＫＲＣ２０１３の現況ついて 

③地理学関連学会の報告 ④その他 

 

（17）総合工学委員会・機械工学委員会合同 工学システムにおける安全・安心・リ

スク検討分科会（第５回）（４月２２日） 

①情報分野における安全・安心・セキュリティの考え方 

②その他 

 

５ 課題別委員会の開催とその議題 

 なし 

 

６ サイエンスカフェの開催 

 

日 時：４月１１日（木）１３:３０～１５:３０ 

場 所： 石川県政記念しいのき迎賓館ガーデンルーム 

テ ー マ：「サプリメントと健康：サプリ的使用としてのオキシトシン」 

ゲ ス ト：宇山 恵子（京都府立医科大学特任教授、東京医科歯科大学非常勤講師） 

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ：棟居 俊夫（金沢大学子どものこころの発達研究センター特任教授）  

ﾌｧｼﾘﾃｰﾀｰ：東田 陽博（日本学術会議連携会員、金沢大学子どものこころの発達研究

センター相互認識機能研究基礎部門特任教授、大阪大学大学院大阪大学・

金沢大学・浜松医科大学・千葉大学・福井大学連合小児発達学研究科（金

沢校）、こころの相互認知科学講座（社会神経科学研究領域）教授） 

 

日 時：４月１９日（金）１８:３０～２０:３０  

場 所： サロン・ド・FUZAMBO Folio 

テ ー マ：「痛みのメカニズムと鎮痛」 

ゲ ス ト：後藤 真理（お茶の水女子大学講師） 

ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ：室伏 きみ子（日本学術会議会員、お茶の水女子大学大学院教授） 

   

７ 総合科学技術会議報告 

  

１．本会議 

４月１７日 出席 

 

２.専門調査会 

なし 

 

３.総合科学技術会議有識者議員会合 

３月２８日 休会 

４月 ４日 出席 



   
                                                        

                    

10

４月１１日 出席 

４月１８日 出席 

 

８ インパクトレポート 

別添参照 



1 
 

 

                     

提言「学術からの提言-今、復興の力強い歩みを-」関連 

インパクト・レポート 

 

提言「学術からの提言-今、復興の力強い歩みを-」については、以下の 4 つの提言から

構成されている。 

 

（１）二度と津波犠牲者を出さないまちづくり ―東北の自然を生かした復興を世界に 

発信― 

  （東日本大震災復興支援委員会 災害に強いまちづくり分科会提言） 

 

（２）被災地の求職者支援と復興法人創設 ―被災者に寄り添う産業振興・就業支援を― 

   （東日本大震災復興支援委員会 産業振興・就業支援分科会提言） 

 

（３）放射能対策の新たな一歩を踏み出すために ―事実の科学的探索に基づく行動を― 

   （東日本大震災復興支援委員会 放射能対策分科会提言） 

 

（４）災害廃棄物の広域処理のあり方について 

   （東日本大震災復興支援委員会提言） 

 

 上記４つの提言に関するインパクト・レポートは次のとおりである。 

                    

  

資料４－別添 
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 東日本大震災復興支援委員会災害に強いまちづくり分科会提言 

「二度と津波犠牲者を出さないまちづくり 

 ―東北の自然を生かした復興を世界に発信―」 

インパクト・レポート 

 

１ 提言内容 

(1)災害に強い国土づくり 

①復興庁の後継で恒久組織としての減災庁の設置 

②災害危険地域から撤退する国土利用計画と誘導策 

③自然の持つ復元力を尊重した国土の管理 

④建築物・施設の構造強化と災害時避難施設の拡充 

⑤避難訓練、消防団の整備、緊急地震速報の活用などソフト対策の強化 

⑥災害時の政府機能継続（BCP）に向けた首都機能・主要機能のバックアッ

プ 

(2)持続可能な復興まちづくり 

①長期的、広域的視点を取り入れた持続可能な復興のための行動計画の 

策定 

②コミュニティをベースとした「復興まちづくり組織」の設置 

③保育所・幼稚園、学校、高齢者福祉施設などの公益施設を中心とした 

地域復興戦略の立案 

④自然的土地利用を重視して沿岸域土地利用を広域的観点から調整 

⑤沿岸からまち、里山、奥山に至る「流域自然共生都市」を再構築 

(3)情報活用に向けた対策 

①災害に備える情報伝達手段の確保と情報の判断・行動指針の設定 

②情報の収集・蓄積とデータ一元化の推進 

③行政・医療等の社会的な情報資産の保全対策推進 

④情報に関わる実務家の育成・配置の促進 

(4)被災地における医療・看護・福祉のあり方 

①緊急時に柔軟対応できる地域における保健、医療、福祉機関ネットワー

クの形成 

②災害弱者への支援方法の構築 

③心のケアの整備と充実 

(5)被災者支援の体制構築と人材育成 

①被災者の救援に関わるニーズマップの作成と情報の集約 

②自治体、民間組織、学会等による被災支援の全国的なネットワーク構築 

③災害支援をリードできる災害ケア専門家の育成、研究の推進 

(6)東海・東南海・南海沖地震・津波などに対する予防的減災対策 

①災害リスクを考慮した国土構造の形成 
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②ソフト面における減災対策の強化 

③災害研究の推進 

(7)災害記録の整理と発信 

①東日本大震災に関するアーカイブの構築推進 

(8)政府広報や報道各社の役割 

①災害の時間的段階に応じた、適切な報道 

②正確な情報や情報源の共有に基づいた冷静なニュースやコメントの報道 

 

２ 提言の年月日 

   平成 24 年 4 月 9 日 

 

３ 社会的インパクト 

(1) 政策 

     「減災」を中核とした復興支援が実施されている。また、平成 25 年 3 月、

国立国会図書館が東日本大震災アーカイブ（ひなぎく）を公開した。 

(2) 学協会・研究教育機関・市民社会等の反応 

     東日本大震災の総合対応に関する学協会連絡会(29 学協会の連合組織)と

シンポジウム複数回を共催するなど、学協会との連携した事業を実施した。 

 

４ メディア 

   ・日本経済新聞（平成２４年４月９日夕刊） 

   ・東京新聞（平成２４年４月９日夕刊） 

 

５ 考察と自己点検 

   平成 24 年 4 月には提言「学術からの提言－今、復興の力強い歩みを－」外

4件を公表し、野田総理大臣に手交するとともに、関係大臣に説明した。 

日本学術会議としても、今後も長期に渡って被災地域の状況を踏まえた提言

等の活動による支援を続けていく方針であり、東日本復興支援委員会の下に、

新たにエネルギー供給問題検討分科会、災害に対するレジリエンスの構築分科

会、福島復興支援分科会の３つの分科会を加え審議・提言活動を行っている。 

 

 

 

インパクト・レポート作成責任者 

        東日本大震災復興支援委員会 災害に強いまちづくり分科会 

委員長 石川 幹子 
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東日本大震災復興支援委員会産業振興・就業支援分科会提言 

「被災地の求職者支援と復興法人創設 

―被災者に寄り添う産業振興・就業支援を―」 

インパクト・レポート 

 

１ 提言内容 

(1)労働市場のミスマッチを改善するために 

①労働市場の現状に即した求職者支援制度の改善を 

ア 地域別属性別の就職率目標へ 

民間訓練機関が就職の困難な地域の被災者を訓練し、就職した場合 

にはより多くの奨励金が得られるといった誘因のシステムを導入する。 

また、申請職業訓練要件として、属性別ならびに地域別の就職改善 

率目標を設定する。 

イ 他の雇用復興推進事業との連携 

雇用復興推進事業等による雇用創出の要件として、求職者支援制度 

によって訓練を受けた人々を積極的に採用する方針を示す。諸制度を 

適切に組み合わせることにより、求職者とともに求人企業のニーズに 

も合致した人材の確保を図る。 

ウ 世帯単位の緩和を 

訓練受講に関しては世帯に 1 人という要件をはずし、給付金の受給 

に関しては、配偶者や同居の子及び父母が一定時間以上就業していな 

いこと等の条件に改める。 

②「福祉から就労へ」との連携を 

生活保護を「利用しやすく自立しやすい」制度とし、「福祉から就労」 

   支援事業を被災地で機能させるうえでも、ハローワークにおける支援ナ 

ビゲーター等の要員確保など、きめ細かな個別支援体制の整備拡充をは 

かる。 

③ハローワークに十分な要員を 

潜在的な求人を開拓し労働市場のミスマッチを改善するため、及び求 

職者支援制度を円滑に運営するためにも、ハローワークにおける要員を 

十分に確保する。 

(2)被災地の地域産業を復興するために 

①「中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業」 

この事業に関して、次の点を提言する。 

・地域経済に必要不可欠な企業については、単独企業でも補助ができ 

る制度運用 

・嵩上げ工事に伴う補助金の繰り越しを 2016 年３月末まで認める 
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・申請期間に十分な余裕をもたせ、手続き等の面を簡素化、柔軟化する 

とともに事業進捗に応じて各年度毎に支給する 

・基礎自治体単位で補助金・融資の優先順序を決める仕組みにする 

②より円滑な復興の推進を 

・「縦割り行政」の弊害を防ぐため、省庁間連携を強化する 

・ワンストップサービスの役割を果たせるよう基礎自治体等を活用する 

・「二重債務」解消のため、国や自治体等が生産設備を貸与する制度を創 

設する 

・無償譲渡された資産についても、被災代替資産の特別償却を適用する 

・福島県では、長期にわたる「仮設」事業支援と事業再開支援の制度を 

創出する 

③インフラの長寿命化修繕を行う人材の育成を 

損壊を免れた道路・橋梁・港湾岸壁・河川水門等についても長寿命化 

修繕が必要である。特に、市区町村レベルの長寿命化修繕に関して、地 

元中小業者には緊急的補修と点検・保全を担うことが期待される。 

(3)住民主体で仕事を起こし地域を活性化するために―「復興法人」の創設を 

 

２ 提言の年月日 

   平成 24 年 4 月 9 日 

 

３ 社会的インパクト 

(1) 政策 

       平成 24 年 7 月に、内閣府公益認定等委員会委員長からメッセージ「東日本

大震災の復旧・復興活動に取り組まれている皆様へ」が出され、現法体系下

で復興法人が公益法人として認可できることが明文化された。 

平成 24 年 10 月に、厚生労働省労働政策審議会職業能力開発分科会において

本提言が参考資料として取り上げられた。 

(2) 学協会・研究教育機関・市民社会等の反応 

東日本大震災復興支援委員会の下に、新たに、福島復興支援分科会を設置し

福島県を取り巻く事情やニーズ等を経済、地理、都市構造の事情も踏まえて分

析し、福島県ならびに関連した地域における産業振興とまちの復興の在り方を

示すため、審議を行っている。 

 

４ メディア 

   ・日本経済新聞（平成２４年４月９日夕刊） 

 

５ 考察と自己点検 

   平成 24 年 4 月には提言「学術からの提言－今、復興の力強い歩みを－」外
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4 件を公表し、野田総理大臣に手交するとともに、関係大臣に説明した。 

日本学術会議としても、今後も長期に渡って被災地域の状況を踏まえた提言

等の活動による支援を続けていく方針であり、東日本復興支援委員会の下に、

新たにエネルギー供給問題検討分科会、災害に対するレジリエンスの構築分科

会、福島復興支援分科会の３つの分科会を加え審議・提言活動を行っている。 

 

 

 

インパクト・レポート作成責任者 

         東日本大震災復興支援委員会 産業振興・就業支援分科会 

委員長 大沢 真理 
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東日本大震災復興支援委員会放射能対策分科会 

提言「放射能対策の新たな一歩を踏み出すために 

―事実の科学的探索に基づく行動を―」 

インパクト・レポート 

 

１ 提言内容 

・政府・自治体は、既に放射線被ばくを受けた人、特に子どもや胎児の健康 

を守るために被ばく線量の推定と住民健診・検診を継続して実施するべき 

である。またその実施のために、甲状腺超音波検査や血液検査のできる体 

制を構築し、さらに万一、健康異常を発見した際には、住民が速やかに適 

切な治療を受けられるよう、地域での医療体制を整えるべきである。 

 ・政府・自治体は、住民帰還・除染作業などで今後起こりうるさらなる被ば 

くによって、累積被ばく量が健康に影響を与える可能性のある水準となら 

ないように、住民帰還後にわたる除染目標の設定、除染作業の管理など適 

切な施策を実施するべきである。 

・我が国の学術界は、発がん率、がん死亡率に関して放射線量に対する線量 

反応曲線を推定するための適切な疫学的研究を計画し、政府・自治体の協 

力の下実施し、その他基礎研究との統合的理解を図るとともに、その結果 

を速やかに住民の健康管理に反映させるべきである。 

・東京電力福島第一原子力発電所事故に伴う放射能汚染の実態と健康被害を 

より正確に把握し、適切な除染と健康被害防止策を講じるために、我が国 

の政府と学術界が、放射能健康影響評価の全貌を把握する領域横断的研究 

体制を協働して構築することを求める。 

・政府は、事故を俯瞰するのに必要なデータ、健康影響の推定精度に大きな 

影響を与えるデータの迅速かつ着実な収集の仕組み、ならびに多くの研究 

者が利用・分析可能な標準化された様式でデータを提供する公的な仕組み 

を確立するべきである。 

・放射線量に関わる測定やモデルに基づく推定に関わる機関・研究者は、放 

射線健康影響評価の基礎数値となる様々な測定結果・推定結果には、不確 

かな情報を付随させて公表することが求められる。また、不確かな情報に 

基づいて、測定結果や推定結果の精度管理あるいは改善を計画し実施する 

必要がある。 

 

２ 提言の年月日 

   平成 24 年 4 月 9 日 

 

３ 社会的インパクト 

(1) 政策 
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    住民健診・検診、除染などの政策が具体的に進んでいる。 

   また、政策への反映のため関係機関との調整も進めている。 

(2) 学協会・研究教育機関・市民社会等の反応 

環境放射能の測定に関しては、日本学術会議内に実務者レベルの連絡協議

の場を設置し、大学などとの連携調整が行われている。 

(3) 福島県「県民健康管理調査」検討委員会 

本提言が発出されたことも踏まえ、福島県の「県民健康管理調査」検討委員

会に、春日副会長が委員として選定された。 

 

４ メディア 

   ・読売新聞（平成２４年４月９日夕刊） 

   ・朝日新聞（平成２４年４月９日夕刊） 

   ・日本経済新聞（平成２４年４月９日夕刊） 

   ・東京新聞（平成２４年４月９日夕刊） 

 

５ 考察と自己点検 

   平成 24 年 4 月には提言「学術からの提言－今、復興の力強い歩みを－」外

4件を公表し、野田総理大臣に手交するとともに、関係大臣に説明した。 

日本学術会議としても、今後も長期に渡って被災地域の状況を踏まえた提言

等の活動による支援を続けていく方針であり、東日本復興支援委員会の下に、

新たにエネルギー供給問題検討分科会、災害に対するレジリエンスの構築分科

会、福島復興支援分科会の３つの分科会を加え審議・提言活動を行っている。 

本分科会でも、この提言に盛り込むことができなかった事項を中心に、緊急

提言等を行う予定である。 

 

 

 

インパクト・レポート作成責任者 

         東日本大震災復興支援委員会 放射能対策分科会 

委員長 大西 隆 
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東日本大震災復興支援委員会 

提言「災害廃棄物の広域処理のあり方について」 

インパクト・レポート 

 

１ 提言内容 

・被災自治体は、災害廃棄物の組成及び量をより正確に把握して、可能な限り

多くを地域内において再利用した上で、残りを処分又は焼却、あるいは広域

処理するという観点から処理計画を更新していくべきである。国は計画策定、

及び実施を支援するための技術的助言、財政的支援を強めるべきである。 

 ・国は、災害廃棄物を防災林の基盤や防潮機能を持つ高台の造成に利用する

ために、不純物除去費用等の追加的な費用を財政的に支援するとともに、

再利用できる災害廃棄物を増やすために、選別技術の向上等に努めるべき

である。 

・岩手県・宮城県で生じた災害廃棄物に含まれている放射性物質濃度は、多く

の場合、十分に小さく、放射性物質汚染対処特別措置法及び災害廃棄物広域

処理推進ガイドラインの処理・処分基準を満たすかぎり健康被害を引き起こ

すものではなく、県内処理も広域処理も可能である。しかし、基準は再生利

用の有無など処理方法によって異なることから、広域処理を進めるに当たっ

て、国は、被災地側の希望と、受入地側の廃棄物の種別、放射性物質濃度に

関する条件が適合するよう調整し、広域処理が円滑に進む環境を整えるべき

ある。 

 ・国及び自治体は、災害廃棄物の処理にあたって、県内処理か広域処理かに

かかわらず、放射性物質、その他の有害物質の含有量が搬入前、処理後に、

安全基準を下回るかを継続して確認し、そのデータを公開するべきである。

とくに、国は、災害廃棄物の処理を行う自治体が、住民と十分なリスクコ

ミニケーションが取れるよう、基準の設定過程や設定根拠を含めた関係情

報の全面開示、線量測定をはじめとする含有物測定に関する技術的及び財

政的支援、中立的専門家による工程点検の機会保証等に当たるべきである。 

 

２ 提言の年月日 

   平成 24 年 4 月 9 日 

 

３ 社会的インパクト 

(1) 政策 

     環境省において、「東日本大震災により生じた災害廃棄物の広域処理に関

する基準等（平成 24 年環境省告示第 76 号）」が告示された。また、後記

処理の方針について、見直しがおこなわれた。 

(2) 学協会・研究教育機関・市民社会等の反応 
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     被災地以外の自治体による本格的ながれきの受入が進んだ。 

 

４ メディア 

   ・読売新聞（平成２４年４月９日夕刊） 

   ・朝日新聞（平成２４年４月９日夕刊） 

   ・日本経済新聞（平成２４年４月９日夕刊） 

   ・東京新聞（平成２４年４月９日夕刊） 

   ・ＮＨＫ「時論公論」（平成２４年４月２５日放送「がれき処理を急ぐた

めに」） 

 

５ 考察と自己点検 

   平成 24 年 4 月には提言「学術からの提言－今、復興の力強い歩みを－」外

4件を公表し、野田総理大臣に手交するとともに、関係大臣に説明した。 

日本学術会議としても、今後も長期に渡って被災地域の状況を踏まえた提言

等の活動による支援を続けていく方針であり、東日本復興支援委員会の下に、

新たにエネルギー供給問題検討分科会、災害に対するレジリエンスの構築分科

会、福島復興支援分科会の３つの分科会を加え審議・提言活動を行っている。 

 

 

 

インパクト・レポート作成責任者 

東日本大震災復興支援委員会 

委員長 大西 隆 
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